
新たな地震調査研究の推進について（抜粋） 

―地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての 

総合的かつ基本的な施策― 

平成２１年４月２１日（平成２４年９月６日改訂） 

地震調査研究推進本部 

 

２．「新たな地震調査研究の推進について」の位置づけ 

（１）本施策の位置づけ 

平成２１年４月、新総合基本施策は、これからの３０年間程度の長期を見通

しつつ、基本理念に記した内容を達成するための基礎固めとなる当面１０年間

に取り組むべき地震調査研究に関する基本目標を示すとともに、その達成に向

けた具体的手法、さらに研究推進のために横断的に取り組むべき重要事項等を

提示するものとして策定された。東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえ、改訂

した本施策についても、改訂前と同様に平成３１年までのものとする。 

同時に、地震本部の任務である総合的な調査観測計画の策定、地震調査研究

関係予算の事務の調整、国、関係研究機関、国立大学法人等の調査観測結果等

の収集、整理、分析及びそれらに基づく総合的な評価、広報等の指針となるも

のとする。 

 

（２）「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について」（建議）

との関係 

地震調査研究は、平成７年に地震本部が発足して以降、基盤観測網の整備等

により飛躍的な進展を遂げてきたが、これは旧文部省測地学審議会（現在の科

学技術・学術審議会測地学分科会）の「地震予知計画」や「地震予知のための

新たな観測研究計画」に基づき、大学等の研究者を中心に、それまで３０年以

上にわたって着実に進められてきた基礎的研究の積み重ねがあって、初めて生

み出されたものである。また、現行の総合基本施策の成果についても、基礎的

研究の進展なしには達成し得なかったと言える。 

新総合基本施策は、地震防災・減災の実現に資するため、政府として推進す

べき地震調査研究の基本を定めた戦略的な計画であり、ここで示す基本目標の

達成に向けては、科学技術・学術審議会測地学分科会における議論の上で、策

定された学術的な観測研究計画である「地震及び火山噴火予知のための観測研

究計画」等に基づく大学等における基礎的研究の成果を取り入れて推進してい

くことが必要である。 

また、計画でも示されているように、地震及び火山現象は共通する地球科学

的背景を持つことから、地震に関する調査研究を実施する場合には火山研究に

も配慮することとする。 
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○ 地震災害から国民の生命・財産を守り、豊かで安全・安心な社会を実現するという国の基本的な責務を果たすため、10年間の環境の変化や地震調査研究の進展を踏まえつつ、
将来を展望した新たな地震調査研究の方針を示す「新たな地震調査研究の推進について」を地震本部において平成21年4月に策定。

○ 平成23年3月11日に東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波が発生し、死者・行方不明者約2万人という甚大な人的被害が生じたことを重く受け止め、東日本大震災におけ
る課題を明らかにし、それを克服する対策を検討した上で、「新たな地震調査研究の推進について」を地震本部において平成24年９月に改訂。

平成24年９月６日改訂
地震調査研究推進本部

東日本大震災を踏まえた課題や教訓 地震調査研究の基本理念

・地震災害から国民の生命と財産を守るため、より精度の高い地震発生予測及び地震動・津波
予測を実現し、地震や津波の即時予測の高精度化に向けた調査研究を推進

・東海・東南海・南海地震、首都直下地震等の調査研究を戦略的に実施。また、東北地方太平洋
沖地震の震源域周辺、他の地域においても大きな被害を及ぼす地震及び津波が発生する可能
性があることを常に念頭において調査観測を推進

・調査研究の成果を発信することにより、地震による被害を最小限に抑えることの出来る社会の
構築に寄与

（１）基盤観測等の維持・整備

・ 海域のリアルタイム地震・津波観測網の整備
・ 海域における地殻変動観測網の整備 など

（２）人材の育成・確保

・ 国民が地震調査研究の成果を防災対策に活用する
ことを支援する人材の育成 など

（３）国民への研究成果の普及発信

・ 情報の受け手に応じた情報提供や最新の地震防災
に関する知見等を共有する場の構築 など

④ 国際的な発信力の強化

・ 二国間及び多国間での新たな枠組みによる地震・津波に関する共同調査観測・研究 など
⑤ 予算の確保及び評価の実施

（１）海溝型地震を対象とした地震発生予測の高精度化に関する調査観測の強化、
地震動即時予測及び地震動予測の高精度化

○ M9クラスの超巨大地震の発生や海溝型地震の連動発生等の可能性評価を含

めた地震発生予測の精度向上

○ 海域の地震観測網の活用等による緊急地震速報の高度化 など

（３）活断層等に関連する調査研究による情報の体系的収集・整備及び評価の高度化

○ 沿岸海域及びひずみ集中帯等の未調査活断層を対象とした評価の高度化

○ 短い活断層や地表に現れていない断層の評価の高度化

○ 活断層の詳細位置等を記した「活断層基本図」の作成 など

（４）防災・減災に向けた工学及び社会科学研究との連携強化

○ 工学・社会科学研究のニーズを踏まえた地震調査研究の推進 など

（２）津波即時予測技術の開発及び津波予測に関する調査観測の強化

○ 海域における津波観測網の整備及び調査観測の充実
○ 高精度な津波即時予測技術の開発 など

・「超巨大地震の可能性を検討していなかったこと」、 「調査観測データ不足
等により東北地方太平洋沖地震を評価の対象とすることができなかった

・東北地方太平洋沖地震により発生した津波の高さが過小評価であったこと
を踏まえ、津波即時予測技術の高度化が必要

・地震調査研究が着実に防災・減災対策に利活用されるよう、工学・社会科
学研究等との連携強化が重要 など

１．当面１０年間に取り組むべき地震調査研究

２．横断的に取り組むべき重要事項

背 景


